
[市民局]  3款1項3目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 地域の担い手応援事業 12,567 12,567 15,637 15,637 △ 3,070 △ 3,070

3 地域活動推進事業 1,106,527 1,106,527 1,105,267 1,105,267 1,260 1,260

5
自治会町内会館整備費
補助事業

60,860 60,860 89,446 89,446 △ 28,586 △ 28,586 ○

6 市民活動保険事業 10,094 10,094 17,385 17,385 △ 7,291 △ 7,291

7
自治会町内会DX応援事
業

5,000 5,000 3,920 3,920 1,080 1,080 ○

9
自治会町内会の新しい
運営スタイル推進事業

5,000 5,000 0 0 5,000 5,000 ○

10 市民協働等推進事業 2,196 2,196 2,537 2,537 △ 341 △ 341

11
特定非営利活動法人認
証等事務

7,898 7,861 7,415 7,385 483 476

13
市民協働推進センター
事業

49,921 49,921 48,801 48,801 1,120 1,120 ○

15
各区市民活動支援セン
ター機能強化事業

6,443 6,443 1,969 1,969 4,474 4,474 ○

17
よこはま夢ファンド事
業

135,225 0 80,000 0 55,225 0

19
市民活動情報のデジタ
ル化事業

8,000 8,000 5,000 5,000 3,000 3,000 ○

20 地域防犯活動支援事業 40,507 30,007 42,901 32,461 △ 2,394 △ 2,454 ○

22
横浜市防犯協会連合会
補助金

3,042 3,042 3,042 3,042 0 0

23
LED防犯灯設置維持管
理事業

669,059 669,059 637,847 637,847 31,212 31,212

0 0

0 0

計 2,122,339 1,976,577 2,061,167 1,970,697 61,172 5,880
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

地域の担い手応援事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

12,567令和6年度 0 0 12,5670 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

15,637

▲3,070

0

 0 0

0

 0

15,637

 ▲3,070

31,486 20,423

16,794

12,117 10,697 10,697

0

31,486

24,882

24,882

20,423

16,794

12,117 10,697 10,697

0

 0

　自治会町内会をはじめとする様々な主体が連携し、防災や高齢者の見守りなどの課題解決に取り組む「協働による地域づくり」を進
めていくため、区とともに地域の取組を支援します。
　また、活動の担い手不足に対応するため、地域人材の発掘・育成に全区で取り組みます。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

- 400 500 500 500 500 500講者数
地域づくり大学校受

実績 251 468人

505050501515-

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

地域づくり大学校の
修了生が地域の担い
手として活動

45.2-実績％

　喫緊の課題である「地域人材の発掘・育成」に区局が連携して取り組むことで、効果的に事業を実施し、地域の活性化や新たな担い
手の確保に向けた取組を支援して行く必要があります。
　本事業では具体的な地域人材の発掘・育成の場である、協働の「地域づくり大学校」を全区で展開すること、また、中間支援組織（
各区市民活動支援センター等）と連携協働して実施することで、修了生の着実な活動開始と、発掘した人材の自治会町内会等の担い手
への育成・定着を目指します。
　地域の担い手の人材育成には非常に時間を要しますが、協働の「地域づくり大学校」による学びや受講生同士の交流をきっかけにし

事業目的

た地域活動を通して、経験を積むことで、地域活動の裾野を広げながら、着実な地域活動への参画が期待できます。

　横浜市の持続的な発展に向けた「財政ビジョン」では、｢公共｣の担い手について、市民協働･公民連携の取組を一層発展させ、多様
化･重層化を図るとともに、自立的で、公共サービスの革新に意欲的な民間の多様な主体が活躍できる環境を創ると規定しています。
一方で、自治会町内会加入率の低下や、協働を進める上での地域のプラットフォーム機能の低下などが危惧される状況にあります。そ
こで、自治会町内会の負担軽減策の検討など、地域支援機能の充実に向けて、庁内検討を進めています。背景・課題

「横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例」、「横浜市市民協働条例」根拠法令・方針決裁等

・「横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査(令和２年度調査結果)」によると、自治会町内会の運営上の課題について、
「役員のなり手が少ない」（77.9％）、「会員の高齢化」（63.4％）となっています。
・「横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査（令和２年度調査結果）」によると、地域活動の担い手は、70歳代の無職か
自営業の人が中心（自治会町内会長の年齢で、最も多い年代は70歳以上(47.5％）、次いで60代(22.3％））となっています。また、自
治会町内会長の職業で、最も多いのは、無職(49.9%）、次いで会社員(19.8%）、自営業(14.1%）となっています。
・「令和５年度市民意識調査」によると、地域におけるつながりとして、隣近所のつきあい方で「比較的親密なつきあい方」をしてい
る人の割合は、長期的には減少傾向が見られ、ここ数年は約１割となっています。
・さらに、「令和５年度市民意識調査」によると、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、前よりも重要ではなくなったと感じ
る人が、第１位「通勤や通学のしやすさに」、次いで第２位が「地域の人とのつながり」となっており、特に年代別では18歳から29歳

根拠・データ等

（13.6％）、30代（12.3％）で１割強を占め、地域の人とのつながりが希薄化している危機的な状況です。協働を進める上での地域プ
ラットフォームを維持していくためにも、新たな地域の担い手を発掘・育成することが重要です。
・事業効果として、協働の「地域づくり大学校」の実施により、地域大受講生が、地域の居場所づくりのほか、ボランティア活動や地
域の担い手につながるなど、一定の効果が出ています。また、市民と区の職員が共に学び合うことで、顔の見える関係の構築につなが
っています。

・平成23年度：元気な地域づくり推進事業を開始
・平成26年度：地域活動の担い手となる人材を育成する事業として、協働の「地域づくり大学校」事業を開始
・平成29年度：協働の「地域づくり大学校」事業を全区展開
・令和元年度：協働の「地域づくり大学校」事業について、元気な地域づくり推進事業へ統合
・令和４年度：地域で発掘した人材の地域活動の開始に向けた支援の実施
・令和５年度：事業名称を地域の担い手応援事業に変更

事業スケジュール

平成23年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域づくり大学校事業

細事業(事業内訳）

1 10,600 10,600 0

元気な地域づくり推進事業補助金
2 0 740 ▲740 事業終了による減

地域運営補助金
3 1,870 4,200 ▲2,330 継続団体への交付見込み数の減

地域支援研修
4 97 97 0

13地域活動推進課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

            12,567             15,637              ▲3,070

小河内 協子 関 弥生子 戸田 菜々花
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

地域活動推進事業

3 9 1

事業名称

歳出予算科目

         1,106,527令和6年度                  0                  0          1,106,527                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         1,105,267

               1,260

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

         1,105,267

               1,260

         1,132,223          1,120,329

         1,104,614

         1,112,127          1,106,527          1,106,527

                 0

         1,132,223

         1,103,886

         1,103,886

         1,120,329

         1,053,119

         1,112,127          1,106,527          1,106,527

                 0

                   0

行政と地域との協働により地域課題を解決し、住みたい、住み続けたいまちを創っていくうえで、地域活動の中核を担う自治会町内会
は最重要パートナーです。その活動を支援するため補助金及び報償費を交付するとともに、先行き不透明で変化の激しい社会情勢の中
でも加入促進等の取組などの事例を共有し、活動の継続を支援します。また、自治会町内会長への永年在職者表彰等により、行政と自

事業概要
（アクティビティ）

治会町内会とのより一層の信頼関係を構築します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                        97.1           97.1           97.1           97.1団体数/全団体数)
補助金交付率(申請

実績           97.1           97.1％

          73.4          73.4          73.4              72.0          70.7          69.4          75.0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

自治会町内会加入率

          68.8          69.4実績％

「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」では、「公共」の担い手について、市民協働・公民連携の取組を一層発展させ、多様
化・重層化を図るとともに、自立的で、公共サービスの革新に意欲的な民間の多様な主体が活躍できる環境を創ると規定しています。
市内には約3,000団体の自治会町内会が組織され、防犯・防災、環境美化等の活動を通じて、地域の連帯感を育んでおり、地域活動推
進費補助金はその原資となっています。この補助金を活用することで、自治会町内会活動の活性化と、市民協働・公民連携の推進によ
る地域課題の解決が図られます。

事業目的

令和２年度に実施した自治会町内会・地区連合町内会アンケートでは、約８割の自治会町内会が「役員のなり手が少ない」、「会員の
高齢化」を運営上の課題としています。自治会町内会の負担を軽減することで、多様な世代が新たな地域活動の担い手となれるよう、
自治会町内会の自主的な運営を支援し、活性化を促していきます。
また、令和４年度アンケートによると、会員への情報周知にデジタルツールを活用していない団体が過半数を占めています。背景・課題

横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例、地域活動推進費補助金交付要綱ほか根拠法令・方針決裁等

・補助金申請率
　＜R３＞自治会町内会94.5％（2,696団体/2,853団体）地区連合町内会99.6％（252団体/253団体）
　＜R４＞自治会町内会94.6％（2,691団体/2,844団体）地区連合町内会99.6％（252団体/253団体）
・執行率（補助金部分）
　＜R３＞97.6％　＜R４＞98.6％
・直近で行った令和２年度自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書
　＜運営上の課題＞①役員のなり手が少ない77.9％②会員の高齢化63.4％③特定の会員しか運営、行事に関わらない37.9％
　＜会長の年齢＞①70歳代47.5％②80歳代11.2％③60歳代22.3％

根拠・データ等

平成18年度　地域振興協力費から地域活動推進費に制度変更

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域活動推進費補助金

細事業(事業内訳）

1          1,073,364          1,071,571                1,793 実績による増

地域活動推進費報償費
2             31,212             31,212                    0

自治会町内会加入・活性化促進事業
3                486                412                   74 実績による増

自治会町内会長の逝去に伴う弔慰
4                 51                395                ▲344 対象項目の見直しによる減等

自治会町内会長永年在職者表彰式
5                936              1,050                ▲114 事業精査による減

退任区連合町内会長感謝状贈呈式
6                183                212                 ▲29 事業精査による減

14地域活動推進課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

地域活動推進事務費
細事業(事業内訳） 7                295                415                ▲120 実績による減等

         1,106,527          1,105,267                1,260

小河内 協子 川口 喜也 高橋 友理恵
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

自治会町内会館整備費補助事業

3 9 1

事業名称

歳出予算科目

            60,860令和6年度                  0                  0             60,860                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            89,446

            ▲28,586

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            89,446

            ▲28,586

           150,740            145,610

            99,720

           200,000            200,000            200,000

                 0

           150,740

           127,170

           127,170

           145,610

            97,233

           200,000            200,000            200,000

                 0

                   0

行政と地域との協働により地域課題を解決し、住みたい、住み続けたいまちを創っていく住みよい地域社会を形成していくうえで、地
域活動の中核を担う自治会町内会は最重要パートナーです。その活動拠点となる自治会町内会館の整備を促進し、身近な活動の場の充
実を進めるため、会館の整備費の一部を補助しています。また、近年の建設費の物価高騰等の背景から、令和６年度より補助限度額を

事業概要
（アクティビティ）

見直し、整備を行う自治会町内会の負担軽減を図ります。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            45             52             36                 26             50             50             50には緊急修繕も含む
補助件数（目標件数

）

実績             35             40件

             -             -             -               280             -             -           292

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

今後耐震対策が必要
な会館を所有する団
体

             -           292実績団体

自治会町内会が行う会館の整備に必要な経費の一部について補助することで、地域住民の福祉の向上や共助による減災に向けた取組の
拠点が確保され、円滑な地域活動が行われるとともに安全で安心なまちづくりに寄与します。

事業目的

・直近で行った令和２年度自治会町内会アンケート結果によると、市内2,853（R2.4時点）の自治会町内会のうち1,325の自治会町内会
が会館を所有し、維持管理に係る費用を必要としています。さらに、そのうち築40年以上（旧耐震基準と思われる）で耐震工事等の対
策を行っていない会館が292件もあり、今後も老朽化に伴う整備に対する補助制度の必要性は年々高まると見込まれます。
・近年の物価高騰の影響により整備を見送る自治会町内会が増えています。整備の着手が遅れることで、災害時の拠点としての機能を
維持することが困難となるため、補助限度額の見直しによる自治会町内会の負担の軽減が必要です。

背景・課題

横浜市自治会町内会館整備費補助要綱、横浜市自治会町内会館整備費補助事務取扱要領、自治会町内会館整備費審査委員会設置運営要根拠法令・方針決裁等
領、横浜市公園集会所整備費補助要綱、横浜市公園集会所整備費補助事務取扱要領

・自治会町内会には次年度整備に向けた計画について事前申出をしてもらうことで積算しています。事前申出には、予定している整備
の参考見積等を求めており、根拠を明確にするよう努めています。（補助申請事前申出）
・国土交通省の建設工事費デフレーターや一般社団法人建設物価調査会の建築物価建築費指数によると、近年における一定の物価上昇
が確認できます。
【参考】
○会館の所有状況　※令和２年度自治会町内会アンケート結果による
　自治会町内会：1,325団体/2,853団体　
　地区連合町内会：56団体/253団体
○今後耐震対策が必要な会館

根拠・データ等

　自治会町内会：292団体　
　地区連合町内会：14団体

令和５年度：令和５年度事前申出分の予算執行、令和６年度分の事前申出受付
令和６年度：令和６年度事前申出分の予算執行、令和７年度分の事前申出受付

事業スケジュール

昭和49年度事業開始年度

1
5年度6年度

自治会町内会館整備費補助金 （耐震化以外に対す

細事業(事業内訳）
1             60,860             53,966                6,894 補助上限額見直しによる増る補助分）

自治会町内会館整備費補助金 （耐震化に対する補
2                  0             35,480             ▲35,480 物価高騰等による事前申出の減助分）

            60,860             89,446             ▲28,586

15地域活動推進課市民局

一般会計

小河内 協子 川口 喜也 江口 晃志

 
-5-



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

市民活動保険事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

10,094令和6年度 0 0 10,0940 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

17,385

▲7,291

0

 0 0

0

 0

17,385

 ▲7,291

21,473 19,317

12,045

10,094 10,094 10,094

0

21,473

14,576

14,576

19,317

12,045

10,094 10,094 10,094

0

 0

市民が安心してボランティア活動を行えるよう、市があらかじめ保険料を負担し、保険会社と保険契約を結び運営します。
事故が起きた際には、対象者の日頃の具体的なボランティア活動内容や事故の状況等の報告を受け、市と保険会社が審査した上で保険
金を支払います。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

保険金支払件数

実績 56 72件

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

本事業は、市民が公益的なボランティア活動を実践できる環境を整えることにより、地域活動が活性化され、住みよいまちづくりにつ
ながることを目的としています。

事業目的

市内では、自治会町内会等の団体や個人により、多種多様なボランティア活動が行われています。そこで市民が安心してボランティア
活動に参加でき、自主的な活動が継続できるよう、公益性を考慮し、市で最低限の補償をする必要があります。

背景・課題

横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例根拠法令・方針決裁等
横浜市市民活動保険実施要綱

・事故件数
＜実績推移＞　２年度　55件、３年度　56件、４年度　84件

・保険料支払額
＜実績推移＞　２年度　7,302,500円、３年度　5,855,346円、４年度　2,856,126円

根拠・データ等

・相談・受付・保険支払い手続き等を実施（通年）
・区担当者研修会の開催（４月）
・次年度の契約事務（12月～３月）

事業スケジュール

平成3年度事業開始年度

1
5年度6年度

市民活動保険

細事業(事業内訳）
1 ■■■ ■■■ 事業精査による減

リーフレット作成
2 ■■■ ■■■ ■■■ 実績にもとづく増

10,094 17,385 ▲7,291

16地域活動推進課市民局

一般会計

小河内 協子 江原 春彦 石栗 健太郎

■■■

 
-6-



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

自治会町内会DX応援事業

3 9 1

事業名称

歳出予算科目

5,000令和6年度 0 0 5,0000 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

3,920

1,080

0

 0 0

0

 0

3,920

 1,080

0 0

0

5,000 5,000 5,000

0

0

0

0

0

0

5,000 5,000 5,000

0

 0

地域活動の人材不足が喫緊の課題となっている中、自治会町内会運営における役員の負担を減らしていくため、自治会町内会業務のDX
が一つの有効な手法と考えられます。DXにより持続可能な自治会町内会活動を支援するため、令和５年度に実施した自治会町内会の業
務やニーズなどを把握する自治会町内会業務調査の結果に基づき、DXによる負担軽減策の実証事業を行うとともに、各種手引を作成し

事業概要
（アクティビティ）

地域に配布します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

実績

73.473.473.472.070.769.475.0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

自治会町内会加入率

68.869.4実績％

横浜DX戦略において、地域の交流と活動を支える新たな担い手創出をデジタルで促進することが重点方針と定められています。自治会
町内会においても、持続可能な自治会町内会活動のためにDXが一つの有効な手法と考えられることから、令和５年度の実績に基づき、
令和６年度も事業を展開します。

事業目的

現在、自治会町内会の活動を支える役員は高齢化し、その負担も大きく、担い手の不足が課題となっています。その背景には役員の役
割が多岐に渡ることがあります。さらに、活動への関心が低い、主に若年層の会員に対し、手早く情報が届けられる環境を作ることや
柔軟性のある活動スタイルの提供などが、新たな担い手の創出に必要と考えます。

背景・課題

横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例根拠法令・方針決裁等
横浜DX戦略

【自治会町内会加入率（市全体）】
R元：72.4％　R2：71.2％　R3：69.4％　R4：68.8%
【R2自治会町内会アンケート調査報告書】
＜運営上の課題＞①役員のなり手が少ない：77.9％　②会員の高齢化：63.4％
＜新しく始めたい活動＞①オンライン会議の実施・活動のデジタル化：383件　②若い世代の加入：206件
【令和２年国勢調査における行政区別平均年齢と自治会町内会加入率の相関関係】
（平均年齢及び加入率の低い上位５区）→平均年齢が低い区は、加入率も低い傾向にある。
　都筑区　：加入率　59.1％、平均年齢　43.1歳
　中区　　：加入率　59.5％、平均年齢　47.4歳

根拠・データ等

　西区　　：加入率　62.4％、平均年齢　44.2歳
　港北区　：加入率　64.0％、平均年齢　43.8歳
　神奈川区：加入率　65.7％、平均年齢　44.8歳

※市全体：加入率　69.4％、平均年齢　48.4歳
【R4自治会町内会アンケート調査報告書】
＜デジタルツールを活用した情報周知＞①活用していない：53%　②LINE：26%
＜ICT活用のための有効な行政支援＞①ICT機器の導入費用の補助：57%　②自治会運営アプリの導入支援：36%

令和５年度：事業開始、検証実施
令和６年度：令和５年度の自治会町内会業務調査に基づく実証事業　ほか

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
5年度6年度

情報伝達ツールアプリ導入補助

細事業(事業内訳）
1 0 2,000 ▲2,000 事業見直しによる減

会費キャッシュレス決済導入補助
2 0 120 ▲120 事業見直しによる減

地域活動推進課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

導入・運用アドバイザー派遣

細事業(事業内訳）

3 ■■■ ■■■ ■■■ 事業見直しによる減

自治会町内会業務調査委託
4 ■■■ ■■■ 事業見直しによる減

DX・外部化支援業務委託
5 ■■■ ■■■ ■■■ 新規による増

「DX・外部化の手引き」作成委託
6 ■■■ ■■■ ■■■ 新規による増

「デジタルツール活用の手引き」作成委託
7 ■■■ ■■■ ■■■ 新規による増

「DX・外部化の手引き」及び「デジタルツール活用
8 200 0 200 新規による増の手引き」印刷

5,000 3,920 1,080

小河内 協子 江原 春彦 石栗 健太郎

■■■ 
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

自治会町内会の新しい運営スタイル推進事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

5,000令和6年度 0 0 5,0000 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

0

5,000

0

 0 0

0

 0

0

 5,000

0 0

0

0 0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

0

 0

自治会町内会等を対象にICT化や魅力アップ、加入促進など地域が求めるテーマについて、専門家を派遣する個別又は集合型のコンサ
ルティングを行うと共に、区民活動センターと連携した自治会町内会と地域活動者・団体等との交流やマッチング、これらを通じた新
しい運営スタイル事例創出の普及を図る支援事例の発表や情報発信を実施します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

18 18
専門家派遣数

実績回

1212

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

取組が具体化した地
区数

実績地区

地域社会は自治会町内会を中心に、NPO法人・学校・地区社会福祉協議会など多種多様な関係者により、その運営が担われており、異
なる魅力と課題を持っています。本事業は、自治会町内会の魅力アップや課題解決に向けた支援を行うことで、地域運営の総合力を高
めます。

事業目的

自治会町内会において「担い手不足」は大きな課題であり、解決には行政による負担軽減と同時に、自治会町内会による今のニーズに
合った組織運営の見直しや多様な活動団体との連携等を通じた「新しい運営スタイル」の創出が重要です。
【データ】
①自治会町内会の運営上の課題を「役員のなり手が少ない」と回答した割合：R2年度77.9％、H28年度80.7％、H24年度76.8％（令和２
年度横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査より）
②令和４年度都筑区の自治会町内会加入率：57.7％（市平均68.8％、18区中最下位）

背景・課題

「横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例」、「横浜市市民協働条例」根拠法令・方針決裁等

【令和４年度　地域活動や人とのつながりに関するアンケート調査】
都筑区が、自治会町内会の担い手不足の課題解決に向けて、区内転入者を対象にアンケート調査を実施した結果から、
約６割が「いざという時に助け合える地域や人とのつながり等」を求めており、「どんな運営方法であれば,自治会へ加入や参加をし
たいか」の問いには、「加入を前提とせず、ボランティアで参加･祭やイベントの運営委員会に参加･広報などプロボノで参加」など、
「ゆるやかな繋がり方」が求められていると言えます。根拠・データ等

令和６年度　６月セミナー・交流会(区民活動センターと連携した自治会と地域活動者・団体等との交流・マッチング）、
６～２月アドバイザー派遣、９～12月集合コンサルティング、３月発表会、年間を通じた情報発信

令和７年度　前年度を基本に、適宜見直して実施

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
5年度6年度

自治会町内会の新しい運営スタイル推進事業
細事業(事業内訳） 1 5,000 0 5,000

5,000 0 5,000

地域活動推進課市民局

一般会計

小河内 協子 関 弥生子 石栗 健太郎

新規による増

新規による増
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

市民協働等推進事業

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

             2,196令和6年度                  0                  0              2,196                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             2,537

               ▲341

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             2,537

               ▲341

             6,832              2,819

             1,956

             2,196              2,196              2,196

                 0

             6,832

             5,171

             5,171

             2,819

             1,956

             2,196              2,196              2,196

                 0

                   0

　市民協働条例の趣旨を踏まえ、協働事業の市民提案支援や横浜市市民協働推進委員会の運営に取り組みます。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            10             10             10                 10             10             10             10数
推進委員会の開催回

実績             10              9回

           200           200           200               200           200           200           200

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

横浜市市民協働条例
に基づく協働事業数

           242           212実績件

１　市民協働等推進事業　
　市民と行政がそれぞれの力を活かし協働で事業に取り組むための支援を通じ、新たな施策・活動分野の展開を目指します。
２　横浜市市民協働推進委員会　
　横浜市の市民協働について有識者から意見・提言をいただき、本市の協働の推進に係る施策に活かします。
３　災害ボランティア支援事業
　災害対策に関わる市民の自主的ボランティア活動及び団体間のネットワークを充実させ、発災時のボランティアセンターの円滑な運

事業目的

営を目指します。

　より一層多様化・複雑化する地域課題・社会課題に対応するためには、さらなる協働の推進が不可欠であり、全市での協働事業の展
開を目指し、市民・団体・企業等多様な主体に働きかけていく必要があります。
　また、重要な市政の羅針盤となる中長期的な計画・方針である「財政ビジョン」、「中期計画」、「行政運営の基本方針」において
も自治会町内会や大学、NPOなど様々な団体との協働の視点が明記されています。背景・課題

横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を推進する条例、横浜市市民協働条例、横浜市防災計画根拠法令・方針決裁等

・横浜市市民協働条例に基づく協働事業数
　令和３年度212事業、令和４年度241事業、令和５年度200事業（見込み）
・横浜市市民協働推進委員会の開催
　令和３年度10回、令和４年度９回、令和５年度10回（見込み）

根拠・データ等

平成８年度　災害ボランティア支援事業
平成12年度　横浜市市民活動推進条例　公布
平成24年度　横浜市市民協働条例　公布
平成25年度　本事業開始

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
5年度6年度

市民協働等推進事業

細事業(事業内訳）

1              1,050              1,267                ▲217 事業見直しによる減

横浜市市民協働推進委員会
2              1,055              1,128                 ▲73 開催形式見直しによる減

災害ボランティア支援事業
3                 91                142                 ▲51 事業見直しによる減

             2,196              2,537                ▲341

17市民協働推進課市民局
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

特定非営利活動法人認証等事務

3 9 99

事業名称

歳出予算科目

             7,898令和6年度                 37                  0              7,861                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             7,415

                 483

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             7,385

                 476

            12,900              8,165

             7,189

             7,898              7,898              7,898

                 0

            12,881

             9,116

             9,099

             8,146

             7,167

             7,861              7,861              7,861

                30

                   7

特定非営利活動法人の設立の認証、認定・指定に関する事務、定款変更の認証、各種届出や事業報告書等の受理等の業務を行います。
また、３年以上にわたり事業報告書等を提出していない法人及び設立認証日から６か月以上登記をしていない団体に対しては、設立認
証の取消し等の監督を行います。

事業概要
（アクティビティ）

なお、令和２年ＮＰＯ法改正に伴う個人情報保護のために必要な作業については、令和６年度においても引き続き対応していきます。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

 ①1,546　②66  ①1,526　②70  ①1,528　②75 ①1,542　②79　③7  ①1,556　②83  ①1,570　②87  ①1,584　②91

・特例認定法人数③
①認証法人数②認定

指定法人数
           ③8            ③8            ③6            ③8            ③9           ③10

実績  ①1,501　②67  ①1,514　②71法人数
           ③6            ③5

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

【背景・課題の分析】
平成７年１月、阪神・淡路大震災発生をきっかけに個人や任意のボランティア団体によるボランティア活動が活発化したことに伴い、
「市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進」することを目的として、平成10年12月に特定非営利活
動促進法（ＮＰＯ法）が施行されました。平成24年４月、ＮＰＯ法人の活動の一層の支援を目的に、横浜市内にのみ事務所を有するＮ
ＰＯ法人の認証権限及び認定権限が横浜市長に移譲され、本市における所轄庁事務が開始となりました。
法人運営の透明性の確保、ＮＰＯ法人の説明責任と市民による選択・監視機能の一層の発揮を図るため、ＮＰＯ法人自らが広く市民に

事業目的

対して自主的に説明を行うよう要請することを軸に据えた運用を認証及び監督の両段階において一貫して行う必要があります。

【事務目的・効果】
１　市民への情報提供・情報公開
事務の案内（法人設立認証、法人管理運営、認定、指定）のホームページへの掲載や、横浜市市民協働推進センター等と協働して設立
入門講座、設立後の活動支援講座の開催を行うことで、手続等の円滑化を図ります。また、法人から提出された事業報告書等の情報公
開を行うことで、市民による緩やかな監視、あるいはこれに基づくＮＰＯ法人の自浄作用による改善発展及び柔軟で健全な市民活動の
発展が期待されます。
２　会計年度任用職員の雇用
より効率的な事務執行及び専門知識の蓄積による各種届出等事務の質の向上を図り、NPO法人活動の円滑化、活性化に繋げます。

背景・課題

・特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）根拠法令・方針決裁等
・特定非営利活動促進法施行条例（平成24年2月24日条例第2号）
・地方税法第314条の７第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する
条例（平成24年6月25日条例第32号）
・地方税法第314条の７第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例（平成24年12月28日条例第59号）

＜事務実施状況・実績推移：令和5年3月31日現在の所管NPO法人数　1,514法人＞
・設立認証件数
　令和２年度28件、３年度 38件、４年度 57件、５年度 60件（見込）、６年度 60件（見込）
・認定件数
　令和２年度３件、３年度４件、４年度３件、５年度 ３件（見込）、６年度 ３件（見込）
・特例認定件数
　令和２年度０件、３年度０件、４年度１件、５年度 １件（見込）、６年度 １件（見込）
・指定件数
　令和２年度１件、３年度２件、４年度１件、５年度 １件（見込）、６年度 １件（見込）

根拠・データ等

・定款変更認証件数
　令和２年度68件、３年度 65件、４年度65件、５年度 65件（見込）、６年度 65件（見込）
・事業報告書等受理件数
　令和２年度1,474件、３年度1,492件、４年度1,438件、５年度 1,450件（見込）、６年度 1,450件（見込）
・役員変更届受理件数
　令和２年度　944件、３年度　949件、４年度1038件、５年度 1050件（見込）、６年度 1050件（見込）
・定款変更届受理件数
　令和２年度67件、３年度45件、４年度50件、５年度 50件（見込）、６年度 50件（見込）
・解散届受理件数
　令和２年度39件、３年度56件、４年度40件、５年度 40件（見込）、６年度 40件（見込）
・事業報告書未提出による認証取消
　令和２年度12件、３年度５件、４年度４件、５年度 ５件（見込）、６年度 ５件（見込）

18市民協働推進課市民局
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

・設立認証後未登記による認証取消
　令和２年度０件、３年度０件、４年度１件、５年度 １件（見込）、６年度 １件（見込）

・平成22年度　神奈川県から事務移譲を受け認証事務を開始。
・平成24年度　平成23年の法改正に伴い都道府県及び政令市の長が特定非営利活動法人の所轄庁となる。

事業スケジュール

平成22年度事業開始年度

1
5年度6年度

特定非営利活動法人認証等事務
細事業(事業内訳） 1              7,898              7,415                  483 報酬改定等に伴う増

             7,898              7,415                  483

金子 利恵 玉川 陽彦 小林 央典
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

市民協働推進センター事業

3 9 3

事業名称

歳出予算科目

            49,921令和6年度                  0                  0             49,921                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            48,801

               1,120

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            48,801

               1,120

            53,247             52,081

            51,837

            49,921             49,921             49,921

                 0

            53,247

            52,573

            52,573

            52,081

            51,837

            49,921             49,921             49,921

                 0

                   0

地域課題の解決や魅力の創出、それらに資する新しい取組の創発に向け、市民活動支援に加え、自治会町内会をはじめとした地域団体
や企業、学校、行政など様々な主体の交流と連携が生まれる対話と創造の場としての「市民協働推進センター」の運営を行い、市内協
働を推進していきます。センターでは、様々な相談や提案を受ける総合相談窓口の設置のほか、伴走支援やマッチング、人材育成のた

事業概要
（アクティビティ）

めの講座の開催、交流連携の場としてのワークショップの開催、ミーティングスペースやイベントスペースを提供を行います。これら
に加え、令和5年度からは、より多くの主体と連携できるよう、複数の事業で協働・共創の一体的取組を進めています。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            12             12             12                 12             12             12             12トの実施
協働に関するイベン

実績             12             23回

            60            60            60                60            60             -             -

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

協働への理解が進み
、意欲が向上してい
る人の割合

             -             -実績％（協
働に関
するイ
ベント
参加者
へのア
ンケー
ト実施
）

地域課題の解決に向けた相談、提案の総合相談窓口のほか、市民活動団体の運営支援、新たな担い手の育成、伴走支援、マッチングや
コーディネート、活動や交流の場の提供などを通じ、「協働」の取組の推進、地域における様々な課題の解決や魅力の創出、それらに
資する新しい取組を創発していくことを目指します。

事業目的

地域課題の多様化・複雑化が進む中では、自治会町内会をはじめ地域で活動する団体・個人、NPO法人・企業・大学等と行政が、それ
ぞれの強みを生かし、主体的・継続的に地域の課題解決や魅力づくりなどに向けて、「協働」により取り組んでいく必要があります。
「横浜市中期計画2022～2025」でも、｢共にめざす都市像」の実現に向け、複雑化・多様化する社会課題や市民ニーズに対応した取組
を推進していくための基本姿勢のひとつに協働・共創の視点が挙げられています。
このような状況下において、「市民協働推進センター」は、多様な主体との連携を強化し、行政との協働事業を推進して、社会的課題
に対処していく必要があります。さらに、令和５年度からは、より多様な主体との連携等を目指し、協働・共創の一体的取組を開始し

背景・課題

ていますが、今後、その充実、更なる展開が求められます。

横浜市市民協働条例根拠法令・方針決裁等
横浜市市民協働推進センター事業要綱
新市庁舎整備基本計画

【令和２年度事業実績】
団体登録：94件 相談件数：659件 打合せスペース利用者人数：2,054人 スペースAB占用率：33％
【令和３年度事業実績】
団体登録：123件 相談件数：834件 打合せスペース利用者人数：2,308人 スペースAB占用率：45％
【令和４年度事業実績】
団体登録：164件 相談件数：740件 打合せスペース利用者人数：2,846人 スペースAB占用率：56％

根拠・データ等

・平成28年３月「横浜市新市庁舎管理基本方針」策定（公民連携・市民参加による横浜独自の新しい協働の在り方を探るスペースとし
て整備する方向で検討）
・平成29年３月「新市庁舎における市民協働スペースに関する意見書」提出
・令和２年４月 市民協働推進センターMMCCにて開設　同6月新市庁舎にて全面オープン
・令和５年　協働・共創の一体的取組の試行実施
・令和６年　協働・共創の一体的取組の実施

事業スケジュール

令和2年度事業開始年度

1
5年度6年度

21市民協働推進課市民局
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

市民協働推進センター事業
細事業(事業内訳） 1             49,921             48,801                1,120 協働・共創の一体的取組の実施等による増

            49,921             48,801                1,120

金子 利恵 小川 宣幸 菊地 直美
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

各区市民活動支援センター機能強化事業

3 9 3

事業名称

歳出予算科目

             6,443令和6年度                  0                  0              6,443                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,969

               4,474

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,969

               4,474

             2,111              1,410

             1,147

             2,143              2,143              2,143

                 0

             1,677

             1,123

             1,070

             1,410

             1,147

             2,143              2,143              2,143

                 0

                   0

地域や様々な担い手との協働による取組の推進や、地域のつながりづくりのためのコーディネート機能の充実のため、地域の活動拠点
の１つである各区の市民活動支援センターの機能強化の取組支援や各種研修、情報交換会などを行います。
また、つるみ区民活動センターの他施設との連携強化・機能向上を目的とした複合化整備に向け、複合施設の事業計画等の策定を他の

事業概要
（アクティビティ）

施設（豊岡小学校、鶴見図書館、鶴見保育園等）所管課とともに進めます。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             4              4              4                  4              4              4              4報共有会議・スキル
センター職員等の情

アップ研修開催回数

実績              3              4回

        14,200        14,200        14,200            14,200        14,200        14,200        14,200

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

相談件数

        16,021        14,323実績件

本事業では、各区の市民活動支援センターの機能強化の取組支援や各種研修、情報交換会などを行うことにより、市民活動支援機能の
充実や、区域における様々な主体をつなぐコーディネート機能の向上を目指しています。このことにより、地域活動や市民活動への参
加者のすそ野の拡大や多様な主体の連携の促進が図られ、協働によるまちづくりの推進が期待できます。

事業目的

「令和元年度市民意識調査」によれば、現在参加している地域活動は「特にない」が58.9%となっています。一方で、「令和３年度市
民意識調査」で、「何らかの形で、積極的に社会に役に立つことをしたい」という質問に、57.4％の方が「そう思う・どちらかといえ
ばそう思う」と答えており、市民の社会や地域の活動への参加意識は高いと考えられます。各区市民活動支援センターは、そのような
市民が実際の活動につながるよう、活動参加へのきっかけ作りや相談対応、情報発信等、市民活動の支援に取り組む必要があります。
また、コロナ禍での生活様式の大きな変容等により身近な地域の課題がより多様化・複雑化する中、様々な活動の担い手がお互いの強
みをいかし、協働でまちづくりを進めていくことが求められています。その中で各区市民活動支援センターには、区域において地域で

背景・課題

活動する市民や市民活動団体、自治会町内会等の地縁団体、地域の施設、企業等、様々な主体の交流・連携を生み出せる中間支援組織
としての役割を果たす必要があります。

・横浜市市民協働条例根拠法令・方針決裁等
・市民活動支援センター事業展開ガイドライン

各区の市民活動支援センター相談統計、設備・機材等利用件数統計
相談件数：令和元年度 14,928件、令和２年度 11,234件、令和３年度 14,323件、令和４年度 16,021件
設備・機材等利用件数：令和元年度 46,516件、令和２年度 23,695件、令和３年度 32,901件、令和４年度 39,602件
利用登録団体数(18区合計)：令和元年度 4,340団体、令和２年度 4,679団体、令和３年度 4,471団体、令和４年度4,465団体

根拠・データ等

・平成16年度：事業開始
　　　　　　　生涯学習支援センターとの複合化により各区市民活動支援センターを順次開設
・平成20年度：全18区展開完了
・平成25年度：情報共有会議・スキルアップ研修事業　開始
・平成30年度：機能強化の取組支援事業　開始（目標：４か年で18区）
・令和３年度：さかえ区民活動支援センター・港南区民活動支援センター移転整備事業実施

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
5年度6年度

機能強化の取組支援事業

細事業(事業内訳）

1                903              1,159                ▲256 事業見直しによる減

情報共有会議・スキルアップ研修事業
2                110                110                    0

つるみ区民活動センター複合化事業
3              1,130                700                  430 委託費増に伴う増

各区市民活動支援センター基礎力強化事業
4              4,300                  0                4,300 新規事業による増

19市民協働推進課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             6,443              1,969                4,474

金子 利恵 倉形 紘平 鎌田 千尋
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

よこはま夢ファンド事業

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

           135,225令和6年度            135,225                  0                  0                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            80,000

              55,225

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

            76,446             82,186

            60,352

           135,225            135,225            135,225

                 0

                 0

            82,932

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

            80,000

              55,225

　多くの市民等が市民公益活動によるきめ細かなサービスを受けられる社会を目指し、NPO法人の市民公益活動等への財政的な支援を
目的に、市民活動団体の公益的活動に賛同する市民の皆様や企業等の寄附を積み立てる基金を設置しています。 当該基金では、市民
活動団体の公益的活動に賛同する市民の皆様や企業等の寄附を積み立て、登録したNPO法人に対する助成金の交付や、運営支援に関わ

事業概要
（アクティビティ）

る講座の実施等を通して、NPO法人等の運営支援を行います。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           450            550            550                550            550            550            550
寄付件数

実績            578            612件

            50            50            50                50            50            50            45

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

登録団体助成金、組
織基盤強化助成金交
付件数

            49            42実績件

　登録団体助成金制度により財政状況の改善や財政基盤の強化を図り、活動の継続や展開、活性化に繋げます。
　また、人材不足や活動の計画や方針、見通しが立たないといった問題には、組織基盤強化等に関する講座の開催やファシリテーター
を派遣する組織基盤強化を通じて、市民活動団体の運営を支援し、活動の継続性、安定性を向上させます。加えて、組織基盤強化助成
金制度により、組織基盤の充実化を図ります。
　これらに取り組むことにより、各団体の活動の活性化と多様な市民活動の展開が期待できます。

事業目的

　先行きが不透明で変化の激しい社会環境の中で住み続けたいと思える地域づくりを続けていくためには、協働の取組がますます重要
となり、「行政運営の基本方針（骨子案）」でも地域で活動する多様な主体とのさらなる連携強化と適切な支援の展開が主な検討の方
向として示されています。　
　令和３年度に市民協働推進センターが実施した「ポストコロナにおける活動に向けたNPO法人・市民活動団体アンケート調査報告書
」ではNPO法人の課題として、１位財政状況が厳しい　２位活動を進めるための人材が不足している　３位活動の計画や方針、見通し
が立たない等が挙げられています。

背景・課題

　上記の問題を解決するために、よこはま夢ファンドで実施している各制度を活用を促し、NPO法人活動の活性化、充実化を図る必要
があります。

横浜市市民協働条例、よこはま夢ファンド団体登録要綱、よこはま夢ファンド登録団体助成金交付要綱、よこはま夢ファンド組織基盤根拠法令・方針決裁等
強化助成金交付要綱、横浜市市民活動推進基金寄附金受領事務取扱要領

市内のNPO法人数の推移：令和２年度1,521団体（うちファンド登録団体239団体）、令和３年度1,501団体（うちファンド登録団体249
団体）、令和４年度1,514団体（うちファンド登録団体255団体）

根拠・データ等

・平成17年度：事業開始（登録団体助成金事業、基金管理事業、基金運営事務事業）
・平成27年度：組織基盤強化助成金事業開始
・令和３年度：組織基盤強化支援開始

事業スケジュール

平成17年度事業開始年度

1
5年度6年度

基金管理事業

細事業(事業内訳）

1             96,000             40,000               56,000 寄附実績の増に伴う積立金の増

よこはま夢ファンド助成事業
2             37,965             38,740                ▲775 組織基盤強化助成金交付団体の減及び組織基

盤強化助成金最終自己評価対象団体の減

市民活動団体運営支援事業
3                600                600                    0

基金運営事務事業
4                660                660                    0

20市民協働推進課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           135,225             80,000               55,225

金子 利恵 倉形 紘平 今泉 早紀
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

市民活動情報のデジタル化事業

3 9 1

事業名称

歳出予算科目

             8,000令和6年度                  0                  0              8,000                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             5,000

               3,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,000

               3,000

                 0                  0

                 0

             8,000              8,000              8,000

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

             8,000              8,000              8,000

                 0

                   0

市民の手元（特にスマートフォン）にスキマボランティア（気軽に参加できる、短期間、短時間のボランティア活動）の募集情報や地
域のイベント情報、市民活動団体の情報が届く環境を整え、新たな担い手の創出に繋げます。
事業実施にあたっては、令和５年度「YOKOHAMA　Hack！」での実証実験結果をベースに、閲覧者の反響の見える化、情報掲載団体の充

事業概要
（アクティビティ）

実、閲覧者設定対象の充実など、より事業の拡張性や拡充性を意識した事業展開を目指します。あわせて、市民活動団体と新たな担い
手が出会う場の創出、市民活動団体向けのセミナー等も開催します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                  実証実験           本格実施           推進           推進           推進
地域情報の発信強化

実績                             

          増加          増加          増加              増加          増加                            

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

情報発信をした市民
活動団体数

                            実績団体

「協働による地域づくり」にデジタル技術を活用し、地域情報の一元化・一覧化を進めるほか、閲覧者の反響の見える化を進めること
で、市民活動団体の情報発信に向けたモチベーションの向上に繋げます。あわせて、市民活動団体に、柔軟な参加の形である「スキマ
ボランティア」の考え方（イベントや行事、期間を限った運営参加、活動内容の細分化、分担制など）を広め、新たな担い手を創出し
ます。事業実施にあたっては、「YOKOHAMA　Hack！」での実証実験を踏まえ、青葉区及び都筑区の２区にて実施します。事業目的

横浜では自治会町内会や地区社会福祉協議会、NPO法人など、地域で活動する団体と区役所等が連携して、地域まちづくりや福祉保健
の推進などに取り組む「協働による地域づくり」を進めていますが、地域情報の一元化や一覧化が進んでおらず、また地域エリア内で
の検索機能にも課題を抱えています。

背景・課題

横浜市中期計画（政策９　地域コミュニティの活性化）根拠法令・方針決裁等

・横浜市市民協働推進委員会答申（令和５年３月）
　今後の市民協働のあり方についての３つの提案（①地域情報の一元化・一覧化、②しなやかな組織運営、③つなぐ力の強化）
・横浜DX戦略　重点方針３　地域の交流と活動を支えるミドルレイヤーのエンパワーメント
・第４期横浜市地域福祉保健計画　推進の柱３　幅広い市民参加の促進、多様な主体の連携・協働の推進
・ポストコロナにおける活動に向けたNPO法人・市民活動団体アンケート調査報告書（令和４年３月）
　NPO法人や市民活動団体が連携・協働して取り組みたいと考える組織・団体（地縁団体）46.1％
・都筑区「地域活動や人とのつながりづくり」に関するアンケート調査結果（令和４年度）
　自治会町内会への加入意向・どんな運営方法なら加入するか
　希望や都合で参加できる65％、加入を前提とせずボランティアで参加21％

根拠・データ等

・実証実験（R6.2～5月）
・効果検証、実施の諸調整（６月）
・青葉区及び都筑区の２区での本格実施（７～３月）

事業スケジュール

令和５年度事業開始年度

1
5年度6年度

市民活動情報のデジタル化事業
細事業(事業内訳） 1              8,000              5,000                3,000 本格実施による増

             8,000              5,000                3,000

市民協働推進課市民局

一般会計

金子 利恵 加藤 慎介 今泉 早紀
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

地域防犯活動支援事業

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

40,507令和6年度 0 0 30,0070 10,500

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

42,901

▲2,394

4,440

 ▲4,440 4,500

0

 0

32,461

 ▲2,454

38,718 34,022

28,186

40,507 40,507 40,507

6,000

26,439

34,271

23,222

25,743

21,239

30,007 30,007 30,007

0

 0

・区と局が連携して地域とともに実施する防犯啓発事業に対する支援を行う。
・地域住民による自主的な防犯活動を促すために防犯カメラ設置補助を行い、地域における犯罪抑止や防犯意識の向上を図る。
・子どもたちやその保護者への啓発を行い、防犯意識の向上を図り、子どもたちが犯罪に巻き込まれにくい環境をつくる。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

90万 90万 93万 93万 93万 93万 93万特殊詐欺防止啓発
65歳以上の市民への

実績 92万4千 93万1千人

18192021

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

市民意識調査におけ
る防犯対策の満足度
と要望の差

21.622.6実績％

  本市の安全・安心プランでは、「自分たちのまちは自分たちで守る」を防犯対策の基本としているが、市内外の犯罪情勢を踏まえて
各地域で取り組んでいる防犯活動への支援を通じて、地域の防犯力の向上を図り、安全で安心な地域まちづくりを進めていく必要があ
る。
　関係機関と連携して地域とともに行う各種防犯対策事業、地域防犯カメラ設置補助事業や子ども安全支援事業を実施することで、地
域防犯活動の活性化と負担軽減を図り、安全・安心なまちづくりの実現と犯罪の抑止効果を狙う。

事業目的

本市における刑法犯認知件数は、これまで減少傾向にあったが、令和４年からは増加に転じている。特に高齢者が被害者となる特殊詐
欺や子どもが被害者となりやすいＳＮＳに起因した犯罪は依然として高水準で発生している。さらに、市民意識調査における「充実す
べきと思うサービス」として、「防犯対策」は「地震などの災害対策」「病院や救急医療など地域医療」と並んで常に上位に入る項目
となっている。背景・課題

よこはま安全・安心プラン、横浜市落書き行為の防止に関する条例、横浜市地域防犯カメラ設置補助金交付に係る要綱根拠法令・方針決裁等

・市民意識調査「充実すべきと思うサービス」における防犯対策
令和2年度4位(28.5％)、3年度4位（27.4％）、4年度4位（25.7％）

・市内刑法犯認知件数
令和2年：13,567件、3年：12,746件、4年：14,203件

・市内特殊詐欺の経年変化（認知件数）
令和2年：737件、3年：679件、4年：1,017件

・地域防犯カメラ設置補助
2年度95台、3年度85台、4年度66台

根拠・データ等

【地域防犯啓発支援事業】【落書き行為防止事業】
４月：区へ予算配付
【緊急防犯対策事業】
６月：65歳以上の市民へ特殊詐欺防止啓発チラシの送付
【子ども安全支援事業】
10月：子ども安全イベントの実施
【地域防犯カメラ設置補助事業】
３月：市連会で制度説明
７月：申請〆切

事業スケジュール

９月：自治会町内会等へ補助金交付決定
～３月：補助金交付

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域防犯啓発支援事業（区配付事業）

細事業(事業内訳）

1 1,440 1,440 0

落書き行為防止事業
2 580 580 0

初黄・日ノ出町地区防犯対策支援
3 0 1,000 ▲1,000 細事業の編成に伴う減

緊急防犯対策事業
4 3,753 ■■■ ■■■民間企業と連携した事業実施に伴う増

子ども安全支援事業
5 2,417 949 1,468 民間企業と連携した事業実施に伴う増

22地域防犯支援課市民局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。 令和 3年度

地域防犯カメラ設置補助事業

細事業(事業内訳）

6 31,500 24,000 7,500 実績に伴う増

安全・安心のまちづくり対策パトロール事業
7 0 ■■■ ■■■ 事業終了に伴う減

地域防犯活動支援事務費
8 817 398 419 アンケート実施及び民間企業と連携した事業

実施に伴う増

40,507 42,901 ▲2,394

丹羽 仁志 川口 大輔 高野 春香
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

横浜市防犯協会連合会補助金

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

             3,042令和6年度                  0                  0              3,042                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             3,042

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,042

                   0

             3,381              3,042

             3,042

             3,042              3,042              3,042

                 0

             3,381

             3,348

             3,348

             3,042

             3,042

             3,042              3,042              3,042

                 0

                   0

　各防犯協会・協力会が実施している防犯活動が活発かつ円滑に推進できるよう、横浜市防犯協会連合会へ補助金を交付する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　横浜市防犯協会連合会は、犯罪の無い明るい社会を作ることを理想として、市民の防犯意識を高揚するとともに、各種防犯団体の相
互の連絡を密にして、効果的な防犯活動を推進することを目的に設立された団体である。
　行政と連合会構成団体や防犯関連団体のプラットフォームの中核をになっており、横浜市防犯協会連合会が実施する事業の必要な経
費について補助金を交付することで、市民の防犯意識の高揚や防犯活動の推進を図り、安全・安心なまちの形成につなげる。事業目的

背景・課題

横浜市防犯協会連合会補助金交付要綱根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

６月：防犯活動助成費の交付
７月：理事会の開催
11月：防犯功労者表彰
３月：理事会の開催、防犯灯に係る損害補償保険への加入

事業スケジュール

昭和37年度事業開始年度

1
5年度6年度

横浜市防犯協会連合会補助金
細事業(事業内訳） 1              3,042              3,042                    0

             3,042              3,042                    0

23地域防犯支援課市民局

一般会計

丹羽 仁志 川口 大輔 高野 春香
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

ＬＥＤ防犯灯設置維持管理事業

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

           669,059令和6年度                  0                  0            669,059                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           637,847

              31,212

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           637,847

              31,212

           611,793            611,793

           658,478

           905,942            896,206            758,068

                 0

           611,793

           607,248

           607,248

           611,793

           658,478

           905,942            896,206            758,068

                 0

                   0

地域の安全安心を図るため、市所有のＬＥＤ防犯灯（約18万灯）の不点灯等不具合への対応や経年劣化した鋼管ポールの撤去・建替え
等の維持管理を行い、電気料金やＥＳＣＯ事業サービス料等を支出します。自治会町内会の申請による新設のほか、必要性の低くなっ
たところから必要なところに付け替える制度の利用を促すなど一層の適正配置に取り組みます。あわせて、民間活力の導入も含め、安

事業概要
（アクティビティ）

定的で効率的な維持管理手法を検討します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           644            542            526                500            500            500            500する配置数
防犯灯配置要望に対

実績            369            335灯

            18            19            20                21                                          

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

市民意識調査におけ
る防犯対策の満足度
と要望の差

          21.6          22.6実績％

　LED防犯灯は、防犯灯設置基準に基づき、住宅地における夜間の地域住民の歩行の安全の確保と犯罪の防止を図るため、多くの人が
通行する道路を照明する場所に設置するものであり、地域において最も身近な防犯設備である。地域の安全安心を図るため、地域の夜
間の灯りを確保する本事業は、「子育てしたいまち、次世代を共に育むまち」を実現するためにも、長期的・持続的・安定的に維持管
理していくべき地域インフラ事業である。なお、防犯灯の見守り活動を自治会町内会が担うことで、市民協働の醸成及び地域の防犯力
の維持向上につなげることも期待できる。

事業目的

防犯対策は、市民意識調査において、充実すべきと思う公共サービスや要望のほうが多い項目として常に上位に挙がっており、LED防
犯灯事業は今後も継続して実施していくことが求められている。
市所有の防犯灯については、従来、自治会町内会が管理していたものを平成21年度からＬＥＤ化を進め市に移管し、維持管理してきた
。現在は、ESCO事業者を含む複数の事業者と契約し、不点灯等不具合への対応を行っている。
一方で、初期にLEDとした約1.7万灯の灯具については、電気料金の高い20VA契約で、しかも既に光源寿命を超過していることから更新
が必要である。約1.8万本の独立柱（鋼管ポール）のうち、経年劣化等状態の悪いものについては撤去し、建替えや電柱への灯具移設

背景・課題

等の対処を図らなければ、本市の管理責任が問われる事態となりかねない。DX化を進めて防犯灯の配置・管理を見える化し適正な防犯
灯配置を進めるとともに、ESCO事業終了後の令和９年度以降を見据え、市所有防犯灯の維持管理について、民間活力の導入も含めて検
討を進めることが必須となっている。

防犯灯等整備対策要綱、よこはま安全・安心プラン、横浜市防犯灯設置基準、地域防犯灯維持管理費補助金交付要綱、横浜市ＬＥＤ防根拠法令・方針決裁等
犯灯寄附要綱

・市民意識調査「充実すべきと思う公共サービス」における防犯対策
　2年度4位(28.5％)、3年度4位(27.4％)、4年度4位（25.7％）
・市民意識調査「満足度と要望の差（要望のほうが多い）」における防犯対策
　2年度2位（24.3％）、3年度2位（22.6％）、4年度3位（21.6％）

根拠・データ等

〇不具合灯具の交換などの保守、経年劣化が著しく進んだ鋼管ポール等への対応（撤去、建替え、付替え、近隣電柱への灯具移設）、
必要性の薄くなったところから必要なところに付け替えるなどの取組
〇新規設置：新規申請受付（～５月末）、設置場所選定（～10月）、設置工事（～２月）
〇ESCO事業終了後の、民間活力の導入も含めた維持管理手法の検討
　R6　事業手法等検討、事業手法方針決定
　（PFI方針の場合）R7～　実施方針公表、事業者の選定、契約
　R9　事業開始

事業スケジュール

平成21年度事業開始年度

1
5年度6年度

LED防犯灯設置事業

細事業(事業内訳）
1                  0             15,535             ▲15,535 細事業の編成に伴う減

LED防犯灯設置維持管理事業
2            669,059            622,312               46,747 電気代の高騰に伴う増

           669,059            637,847               31,212

24地域防犯支援課市民局

一般会計

丹羽 仁志 佐々木 由美子 豊田 裕貴
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